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デイサービスセンターここのか 

（介護・予防給付基準通所介護） 

 重要事項説明書 

 

当事業者は介護保険の指定を受けています。 

       （兵庫県指定第２８７４４０１５３８号） 

 

 当事業所はご契約者に対し指定通所介護サービス（要介護者）及び指定予防給付基準

通所介護サービス（要支援者・事業対象者）（以下「通所介護サービス」という。）を提供

します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを

次のとおり説明します。 
※当サービスの利用は、原則として「要支援又は要介護又は事業対象者（基本チェック

リスト該当者）」と認定された方が対象となります。要支援又は要介護認定をまだ受け

ていない方でもサービス利用は可能です。 

 

１． 事業者 

（１）法 人 名       社会福祉法人 あそう 

（２）法人所在地       兵庫県朝来市山東町一品４２４番地 

（３）電話番号及び FAX 番号 （TEL）０７９－６７６－５２６０ 

                (FAX) ０７９－６７６－５２６１ 

（４）代表者氏名       理事長   中 島 浩 之 

（５）設立年月日       平成４年２月２９日 

 

２． 事業所の概要 

（１）建物の構造       鉄骨造  地上２階 

（２）建物の延べ面積     ２，３０６．８２㎡ 

  

 【事業所の説明】 

（１）事業所の種類  指定通所介護事業所 

           平成 2６年４月１日指定２８７４４０１５３８号 

平成 2７年４月１日指定２８７４４０１５３８号 

予防給付基準通所介護事業所(豊岡市介護予防・ 

日常生活支援総合事業) 
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（２）事業所の目的  

 介護保険法令に従い、ご契約者（ご利用者）が、自己の持つ能力に応じ可 

能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的と 

して、ご契約者に、住み慣れた地域での日常生活を営むために必要な通所介 

護サービスを提供します。 

  （３）事業所の名称   デイサービスセンターここのか 

  （４）事業所の所在地  兵庫県豊岡市九日市７８５番地 

（５）電話番号及び FAX 番号 

（TEL）０７９６－２１－９０５７ 

             （FAX）０７９６－２３－７７３３ 

  （６）施設長（管理者） 氏名  水田 真哉   

  （７）当施設の運営方針 運営規程に記載 

（８）開設年月日    平成２６年４月１日（指定通所介護事業所） 

            平成２７年４月１日予防給付基準通所介護事業所 

(豊岡市介護予防・日常生活支援総合事業) 

  （９）利用定員     ３０人（介護・予防給付基準含む） 

（１０）事業所が行っている他の業務 

   当該事業所では、次の事業もあわせて実施しています。 

  （地域密着型介護老人福祉施設） 定員２９名   平成２６年４月１日指定 

                         豊岡市 2894400189 号 

（短期入所生活介護） 平成２６年４月１日指定 兵庫県 2874401520 号 

（介護予防短期入所生活介護）  平成２６年４月１日指定 

                    兵庫県 2874401520 号 

定員１０名（短期入所・介護予防短期入所） 

   

契約締結からサービス提供までの流れ 

契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、「居宅サー

ビス計画又は介護予防サービス・支援計画介護サービス計画」がある場合はその内容を

踏まえ、契約締結後に作成する「通所介護計画又は介護予防通所介護計画」に定めま

す。 

契約締結からサービスの流れは次のとおりです。（契約書第３条参照） 

 

①通所介護計画又は介護予防通所介護計画の原案作成や、そのため

に必要な調査等の業務を行います。 
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②その担当者は、通所介護計画又は介護予防通所介護計画の原案に

ついて、ご契約者及びその家族等に対して説明し、同意を得たうえ

で決定します。 

※選択的サービスの利用の有無等については、通所介護計画又は介護

予防通所介護計画に定められます。 

 

 

 

 

③通所介護計画又は介護予防通所介護計画は、居宅サービス計画又

は介護予防サービス・支援計画（ケアプランが変更された場合）、

又はご契約者もしくはその家族等の要請に応じて、変更の必要があ

るかどうかを確認し、変更の必要がある場合には、ご契約者及びそ

の家族等と協議して、通所介護計画又は介護予防通所介護計画を

変更致します。 

                                   

 

 

 

④通所介護計画又は介護予防通所介護計画が変更された場合には、

ご契約者に対して書面を交付し、その内容を確認していただきます。 
 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域   豊岡市 

（２）営業日及び営業時間 

 

営業日 月曜日～土曜日  (１月１日～１月３日除く) 

受付時間 月曜日～土曜日  ８時３０分～１７時３０分 

サービス提供時間 月曜日～土曜日  ９時１５分～１６時２０分 

 

 

４．職員の配置状況 

  当事業所では、ご契約者に対して通所介護サービスを提供する職員として、以下の 

職種の職員を配置しています 

《主な職員の配置状況》  ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 
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     職  種 常勤換算   指定基準 

１．施設長（管理者）兼務 

  事業所の運営管理を行います。 

  １名    １名 

２．介護職員 

  ご契約者の日常生活上の介護並びに相談・助 

言等を行います。 

 ４名以上   ３名以上 

３．生活相談員 

  ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜 

生活支援を行います。 

  １名   １名以上 

４．看護職員 

  主にご契約者の健康管理や療養上のお世話 

を行いますが、日常生活上の介護、介助も 

行います。 

 １名以上    １名 

５．機能訓練指導員  兼務 

  ご契約者の機能訓練を担当いたします 

  １名    １名 

６．管理栄養士（栄養士） 兼務 

  昼食の献立作成及び栄養ケアを担当します。 

  １名    １名 

７．調理師 

  昼食の調理をいたします。 

  １名    １名 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

  

 当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

                            があります。 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

 以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常 9 割）(２割負担の場合８割、

３割負担の場合７割)が介護保険から給付されます。 

☆ 選択的サービスについては利用者ごとの選択制になります。利用するサービスの 

 種類や実施日、実施内容等については、介護サービス計画に沿い、事業所と利用者 

で協議したうえで通所介護計画又は介護予防通所介護計画に定めます。 
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〈サービスの概要〉 

☆ 共通的基本サービス 《要支援・要介護共通》 

  ・契約者が自立した生活を送るために、能力に応じて食事・入浴・排泄などの必 

  要な介助を行います。 

①食事《要支援・要介護共通》 

  ・食事の準備・介助を行います。 

    （食事時間）１２：００～１３：００ 

 

 ②送迎サービス 《要支援・要介護共通》  

  ・ご契約者の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。但し、通

常の事業実施地域外からのご利用の場合は、交通費実費（１㎞につき５０円）をご

負担いただきます。 

 

 ③アクティビティサービス 《要支援》 

  ・集団でのレクリェーション、創作活動等の機能訓練を行います。 

 

 ④レクリエーション・機能訓練 《要支援・要介護共通》 

・個々の身体機能に応じた機能訓練及びレクリェーション活動への参加援助。 

 

 ⑤健康管理 《要支援・要介護共通》 

  ・看護職員による健康管理及び健康相談を行います。 

 

〈サービスの利用頻度〉 

☆ 利用する曜日や内容等については、居宅サービス計画又は介護予防サービス・支援計

画に沿いながら、ご契約者と協議の上決定し、通所介護計画又は介護予防通所介護計

画に定めます。 

☆ ただし、契約者の状態の変化、居宅サービス計画又は介護予防サービス・支援計画に

位置付けられた目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。 

 

〈サービス利用料金（１月あたり）〉（契約書第６条参照） 

 下記の料金表によって、ご契約者の要支援・要介護度に応じたサービス利用料金か 

ら介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（上記サービス 

利用料金は、ご契約者の要支援・要介護度に応じて異なります。） 

 

契約者の合計所得金額により利用者負担割合が異なります。負担割合については、保

険者より交付されます「介護保険負担割合証」にて確認をお願い致します。 
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１号  

被保険者 

所得基準 負担割合 

合計所得２２０万円以上 

年金収入＋その他の合計所得金額の合計額が単身

世帯で３４０万円以上、または２人以上世帯で４６

３万円以上 

３割 

合計所得１６０万円以上 

年金収入＋その他の合計所得金額の合計額が単身

世帯で２８０万円以上、または２人以上世帯で３４

６万円以上 

２割 

上記にあてはまらない方 １割 

 

予防給付基準通所介護料金表（総合事業）（１月当たり）（契約書第６条参照） 

★基本サービス 

サービス内容略称  （金額は自己負担になります。）     単位：円／月 

 

★ 各種予防給付基準通所介護サービス利用料金 

サービス内容略称  （金額は自己負担になります。）        単位：円／月 

①通所型サービス若年性認知症受入加算 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
２４０円 

②介護職員等処遇改善加算Ⅱロ 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
１１．８％ 

③サービス提供体制強化加算Ⅲ 
事業対象者・ 

要支援１ 
２４円 

④サービス提供体制強化加算Ⅲ 
事業対象者・ 

要支援２ 
４８円 

⑤口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
５円／月 

⑥栄養アセスメント加算 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
５０円／月 

通所型サービス１ 
事業対象者・ 

要支援１ 
１,７９８円 

通所型サービス２ 
事業対象者・ 

要支援２ 
３,６２１円 

※２割負担の方は自己負担額が２倍、３割負担の方は自己負担額が３倍になります。 
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⑦栄養改善加算 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
２００円／月 

⑧科学的介護推進体制加算 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
４０円／月 

⑨送迎減算 
事業対象者・ 

要支援１・２ 
－４７円 

※２割負担の方は自己負担額が２倍、３割負担の方は自己負担額が３倍になります。 

 

☆予防給付基準通所介護サービス利用料概要 

 ①通所型サービス若年性認知症受入加算は、若年性認知症（６５歳未満の方）の利用者

が予防給付基準通所介護サービスを利用された場合（要支援１・２）。 

②介護職員等処遇改善加算Ⅱロは、介護職員の処遇改善に要する加算。 

③介護職員の総数に占める介護福祉士の割合が４０％以上の場合。 

 ④介護職員の総数に占める介護福祉士の割合が４０％以上の場合。 

 ⑤利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状

態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情報の利用者を担当する介護支援専門

員に提供していること。（但し６月に1回を限度とする。） 

 ⑥利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が

共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を

説明し、相談等に必要に応じ対応する。利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働

省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効

な実施のために必要な情報を活用していること。 

⑦低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、低栄養状態の改善

等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理で、利用者の心身

の状態の維持又は向上に資すると認められるものを行った場合に算定する。利用者

の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・

嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成し、必要に応じて当該利用者

の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っている場合に算定する。 

⑧利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身

の状況等に係る基 本的な情報を、厚生労働省に提出していること。必要に応じて

通所介護計画を見直すなど、必要な情報を活用している場合に算定する。 

⑨事業所が利用者に対して送迎を行わなかった場合。この減算は片道を１回と算定し、

送迎を行わなかった場合に算定する。ただし、通所型サービス１を算定している場

合は－３７６円の範囲内、通所型サービス２を算定している場合は－７５２円の範

囲内とする。 
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☆要支援又は事業対象者（基本チェックリスト該当者）については、契約者の体調不良

や状態の改善等により介護予防・生活支援サービス計画に定めた期日よりも利用が少な

かった場合、又は介護予防・生活支援サービス計画に定めた期日よりも多かった場合で

あっても、日割りでの割引又は増額はしません。 

  ☆ご契約者の状態の変化等により、サービス提供量が、介護予防サービス・支援計画に

定めた実施回数、時間数等を大幅に上回る場合には、予防給付基準通所介護事業者と

調整の上、介護予防サービス・支援計画の変更又は要支援認定の変更申請、要介護認定

申請の援助等必要な支援を行います。 

 

介護給付料金表《要介護者》（１日あたり） 

★基本サービス（通常規模型通所介護利用料） 

サービス内容略称  （金額は自己負担になります。）        単位：円／回 

※２割負担の方は自己負担額が２倍、３割負担の方は自己負担額が３倍になります。 

 

★ 各種介護通所サービス利用料金 

サービス内容略称  （金額は自己負担になります。）        単位：円／回 

  通所介護Ⅰ５１ 要介護１ ６５８円 

通所介護Ⅰ５２ 要介護２ ７７７円 

通所介護Ⅰ５３ 要介護３ ９００円 

通所介護Ⅰ５４ 要介護４ １,０２３円 

通所介護Ⅰ５５ 要介護５ １,１４８円 

①通所介護入浴介助加算(Ⅰ) 要介護１～５ ４０円 

②通所介護若年性認知症受入加算 要介護１～５ ６０円 

③介護職員等処遇改善加算Ⅱロ 要介護１～５ １１．８％ 

④中重度者ケア体制加算 要介護１～５ ４５円 

⑤送迎減算 要介護１～５ －４７円 

⑥認知症加算 要介護１～５  ６０円 

⑦サービス提供体制強化加算Ⅲ 要介護１～５  ６円 

⑧個別機能訓練加算Ⅰイ 要介護１～５ ５６円 

⑨口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 要介護１～５ ５円／月 

⑩ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)または(Ⅱ) 要介護１～５ (Ⅰ)３０円(Ⅱ)６０円／月 

⑪栄養アセスメント加算 要介護１～５ ５０円／月 

⑫栄養改善加算 要介護１～５ ２００円／月 

⑬科学的介護推進体制加算 要介護１～５ ４０円／月 
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※２割負担の方は自己負担額が２倍、３割負担の方は自己負担額が３倍になります。 

 

☆介護通所サービス利用料概要 

①通所介護入浴介助加算は、通所介護において入浴加算を行った場合。 

 ②通所介護若年性認知症受入加算は、若年性認知症（６５歳未満の方）の利用者が通所

介護サービスを利用された場合。 

 ③通所介護処遇改善加算Ⅱロは、介護職員の処遇改善に要する加算。 

④介護・看護職員を一定の基準以上配置し、中重度の要介護者を受け入れた場合に 

加算。 

⑤事業所が利用者に対して送迎を行わなかった場合。この減算は片道を１回と算定

し、送迎を行わなかった毎に発生します。 

⑥看護職員又は介護職員を２人以上加えて配置した上で、認知症のご利用者の占める割

合が１００分の２０以上、認知症介護の指導・実践等に係る専門的・実践的な研修等

を修了した者を１名以上配置している場合に加算。 

⑦介護職員の総数に占める介護福祉士の割合が４０％以上の場合。 

⑧心身機能への働きかけだけでなく、ADL（食事、排泄、入浴など）や IADL（調理、洗

濯、掃除など）などの活動への働きかけ、役割の創出や社会参加の実現といった参加

への働きかけを行い、心身機能、活動、参加といった生活機能にバランスよく働きか

けるもので、利用者の居宅を訪問し、ニーズを把握するとともに、居宅での生活状況

を確認し、多職種共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成し、利用者の

心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供した場合に加算。 

⑨利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態

と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に

提供していること。（但し６月に 1 回を限度とする。） 

⑩自立支援・重度化防止に向けた取組を一層推進する観点から、利用者等全員について、

利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない 場

合はサービスの利用があった最終月）において、Barthel Index を適切に評価できる者

が厚生労働省（LIFE） に提出し、基準に合致している場合。１月につき次に掲げる単

位数を所定単位数に加算します 。ただし、どちらか一方の加算を算定します。 

⑪利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共

同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明

し、相談等に必要に応じ対応する。利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提

出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用していること。 

⑫低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、低栄養状態の改善等

を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理で、利用者の心身の状
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態の維持又は向上に資すると認められるものを行った場合に算定する。利用者の栄養

状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能

及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成し、必要に応じて当該利用者の居宅を訪

問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っている場合に算定する。 

⑬利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の

状況等に係る基 本的な情報を、厚生労働省に提出していること。必要に応じて通所介

護計画を見直すなど、必要な情報を活用している場合に算定する。 

 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担

額を変更します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 5 条、第６条参照）    

以下のサービスは、利用者料金の全額がご契約者の負担となります。 

 

〈サービスの概要と利用料金〉 

 ① 介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービスの利用 

     介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス 

    利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

② 食事の提供にかかる費用の材料の提供（食費） 

   ご契約者に提供する食事の材料費や調理等にかかる費用です。 

     【料金：１回あたり ８５０円】 

 ③ レクリェーション・クラブ活動費 

     ご契約者の希望によりレクリェーションやクラブ活動に参加していただく 

    ことができます。 

 【利用料金：材料代等の実費をいただきます。】 

④ 複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写 

    物を必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

     【１枚につき   １０円】 

 ⑤ 日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活用品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者に 

    負担いただくことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

     【おむつ代等実費相当分】 

 ⑥ 通常の事業実施地域外の送迎サービス料金 

自宅から通常実施地域までの距離 【１㎞毎につき ５０円】 
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 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更する 

ことがあります。その場合事前に変更内容の内容と変更する事由について、変更す 

る２ヶ月前までにご説明します。 

  

（３）利用料金のお支払方法（契約書第６条参照） 

 前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、ご請求しますので翌月

２０日までに以下の方法でお支払い下さい。 

 

ア．サービス利用料を１ヶ月ごとに計算し事務所窓口へ現金支払い。

イ．下記指定口座への振り込み 

但馬信用金庫  豊岡南支店  

口座番号 ０２５１２５４  （普通）            

口 座 名  社会福祉法人あそう 

       デイサービスセンターここのか 

施設長 水田 真哉              

 

ウ．金融機関口座からの自動引き落とし 

 ご利用できる金融機関：但馬銀行、但馬信用金庫、JA たじま 

 

（４）利用の中止・変更・追加（契約書第７条参照） 

  ☆ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止、

変更することができます。この場合にはサービス実施日の前日までに事業者に申

し出て下さい。 

  ☆ 月のサービス利用日や回数については、契約者の状態の変化、介護サービス計

画に位置付けられた目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあり

ます。 

  ☆ 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をさ 

れた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。 但し、 

ご契約者の体調不良等正当な理由がある場合には、この限りではありません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の全額 

（自己負担相当額） 

☆ 利用日時は当事業所が作成する通所介護計画又は介護予防通所介護計画に記載

し、利用者及び家族の同意を得た上で決定します。 

 ☆ 要支援者(事業対象者)については月ごとの定額制となっているため、月の途中

から利用を開始したり月の途中で終了した場合であっても、以下に該当する場合
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を除いては、原則として日割り計算は行いません。 

 一、月途中に要介護から要支援(事業対象者)に変更となった場合。 

 二、月途中に要支援(事業対象者)から要介護に変更となった場合。 

 三、同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合。 

☆ 月途中で要支援度が変更となった場合には、日割り計算により、それぞれの単

価に基づいて利用料を計算します。 

☆ サービス利用の変更の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者の希望 

 する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示し  

て協議します。 

 

６．サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

 契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要支援認定(基本チェックリスト該当

者)の有効期間満了日までですが、契約期間満了の７日前までに契約者から契約終了

の申入れがない場合には、契約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

 契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することがで 

きますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終

了します。（契約書第１５条参照） 

 

 ① ご契約者が死亡した場合。 

 ② 要介護認定又は要支援認定によりご契約者の心身の状況が自立と判定された

場合。 

  ③ 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉 

   鎖した場合。 

 ④ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能に 

  なった場合。 

  ⑤ 当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合。 

  ⑥ ご契約者から解約又は契約解除の申し出があった場合。（詳細は以下をご参照 

   下さい。） 
⑦  支え合いサービス事業の利用が可能な者（支え合いサービスの実施地区に居

住かつ市による支え合いサービス利用対象者として判断された者）については、
予防給付基準サービスの対象外であり、契約中の場合でも、当該契約は解除と
なる。 

 

（１）ご契約者からの解約・契約解除の申し出（契約書第１６条、第１７条参照） 

契約の有効期間中であっても、ご契約者から利用契約を解約することができます。 

その場合には、契約終了を希望する日の 7 日前までに、解約届出書をご提出くださ

い。但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 
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  ① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合。 

 ② ご契約者が入所された場合。 

 ③ ご契約者の「居宅サービス計画又は介護予防サービス・支援計画（ケアプラン）」

が変更された場合。 

 ④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サ

ービスを実施しない場合。 

  ⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合。 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・ 

 信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情 

が認められる場合。 

⑦ 他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける 

 恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合。 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出 （契約書第１８条参照） 

   以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大

な事情を生じさせた場合。 

② ご契約者による、サービス利用料金の支払いが６ヶ月以上遅延し、相当期間を

定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合。 

③ ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他

の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うこ

となどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。 

 

（３）契約の終了に伴う援助（契約書第１５条参照） 

   契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環境等 

  を勘案し、必要な援助を行うように努めます。 

 

７．サービス提供における事業者の義務（契約書第９条、第１０条参照）  

当事業所では、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守り

ます。 

 ① ご契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

 ② ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の

うえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、 

 ご契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 
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 ④ ご契約者へのサービス提供時において、ご契約者に病状の急変が生じた場合その 

  他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な処置を講じます。 

⑤ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得

たご契約者又はご家族に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。

（守秘義務） 

・但し、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契約者

の心身等の情報を提供します。 

・また、サービス担当者会議など、契約者に係る他の居宅支援業者等との連携を図

るなど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書に

より得た上で、契約者又はその家族等の個人情報を用いることができるものとしま

す。 

 

８．サービスの利用に関する留意事項 

（１）施設・設備の使用上の注意（契約書第１１条参照） 

  ○ 施設、設備、敷地はその本来の用途に従って利用して下さい。 

  ○ 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を 

   壊したり、汚したりした場合には、ご契約者の自己負担により原状に復していた 

   だくか、又は相当の代価をお支払いただく場合があります。 

  ○ 当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、 

営利活動などを行うことはできません。 

（２）喫煙 

   施設内は禁煙とし、事業所が定めた喫煙スペース以外での喫煙はできません。 

 

９．損害賠償について（契約書第１２条、第１３条参照） 

当事業所において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者 

は速やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

 但し、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契 

約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償 

責任を減じる場合があります。 

加入保険（内容） 

あいおいニッセイ同和

損害保険㈱ 

施設の業務に起因する事故を補償 

対人対物賠償補償・管理財物・人格権侵害・経済的損害・

施設設備 

西日本自動車共済協同

組合 

車両に関する事故を補償 
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１０．苦情の受付について（契約書第２０条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情の受付やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口 

  [職名・氏名] 管理者    水田 真哉（責任者）     

          生活相談員   寺内 啓太（受付者）  

○受付時間    毎週月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 

８：３０～１７：３０ 

   また、苦情受付ボックスを事業所正面玄関に設置しています。 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

・豊岡市健康福祉部 

高年介護課 

 

所在地 豊岡市立野町１２番１２号 

電話番号 （０７９６）２４－２４０１ 

FAX 番号 （０７９６）２４－９０８８ 

・国民健康保険団体連合会 所在地 神戸市中央区三宮１丁目９番１－１８０１号 

電話番号（０７８）３３２－５６１７ 

FAX 番号（０７８）３３２－５６５０ 

・第三者委員 

 

所在地 豊岡市九日市上町４８７－１５ 

氏 名 坂本 光男 

電話番号（０９０）８６５２－７６２１ 
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令和  年  月  日 

 

通所介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

デイサービスセンターここのか 

 

    

説明者 

  説明日時  令和  年  月  日     時  分 

  説明場所 

職 名 

氏 名                    ㊞ 

 

 

  私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、通所介護サービスの提

供開始に同意しました。 

 

契約者（利用者） 
住 所 

氏 名                    ㊞ 

代筆者 

住 所 

氏 名                    ㊞ 

（契約者との続柄：       ） 
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附則 この重要事項説明書は平成２６年４月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２７年４月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２７年８月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２７年１０月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２８年２月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２８年４月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２８年１２月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成２９年４月１日より施行する。 

この重要事項説明書は平成３０年４月１日より施行する。 
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